
②圏域の概況
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神奈川県は、関東地方の南西端、東京都の南に位置し、県庁所在地は横浜市である。県全体の人口は

900万人を超え、東京都に次ぐ人口の多さであるが、面積は約2,400平方キロメートルであり、人口密度が

高い。

地形は、起伏の激しい山がちの西部地域、丘陵地性の東部地域、相模川を中心として、その両岸に広が

る平坦な段丘と低地とからなる中央地域に大きく分かれている。

本県では、平成９年に障害保健福祉圏域（以下「圏域」という。）を設定し、政令市を含む８圏域によ

り構成されている。相談支援体制整備については、政令市２市では、障害者自立支援法施行以前から独自

の相談支援体制を構築していたことから、法施行以降は都道府県自立支援協議会において両市の障害福祉

主管課長が委員として参画することで、両市の相談支援体制の進捗状況について情報交換等を行っている。

また、相模原市については、１市で圏域を構成していることから、県の広域調整の位置づけから除くと

ともに、政令市同様に、都道府県自立支援協議会に参画する形を取っている（平成22年４月からは相模原

市が政令指定都市に移行）。

県全体の人口が900万人を超え、４月からは政令市が３市となる都市部を抱える一方、県西圏域」のよ

うに、人口比率は県全体の４％だが、面積では県全体の25％を占めている圏域もあり、政令市と県所管域

での社会資源の整備状況及び県所管域5圏域間での整備状況についても差異が見られる。

また、本県では、市町村ごとに設置されている地域自立支援協議会に加えて、「横須賀・三浦」、「湘南

東部」、「湘南西部」、「県央」及び「県西」の複数の市町村から構成される圏域に「圏域自立支援協議会」

を設置し、その運営を社会福祉法人に委託する形で、圏域自立支援協議会の構成員となっている、各地域

自立支援協議会の運営状況の把握及び地域自立支援協議会の運営支援をはじめ、重層的な相談支援体制の

構築を都道府県相談支援体制整備事業により「障害保健福祉圏域相談支援等ネットワーク形成事業」とし

て行っている。

各圏域における地域自立支援協議会の状況は、隔月開催される「圏域事業調整会議（以下「調整会議」

という。）」にて把握・情報交換するとともに、多項目にわたる圏域ごとの課題についても、この調整会議

の場で把握し、都道府県自立支援協議会で協議する議題調整等行っている（圏域自立支援協議会を設置し

ているため、この調整会議の役割が重要である）。

１【横須賀・三浦圏域】

中核市を含む４市１町から圏域を構成している。平成22年３月設置予定の地域自立支援協議会を含む５

地域自立支援協議会がある。設置している協議会は全て単独設置で、未設置も含め、協議会の設置につい

ては、後発圏域であったが、地域生活支援事業のガイドライン作成や災害時の要援護障害者の受入れに関

する協定所の締結等、地域自立支援協議会ごとに独自の取組みが進められている。

また、圏域自立支援協議会では、短期入所サービスに係る課題について、年間の検討経過を県障害者自

立支援協議会に報告する等の取組みを行っている。

２【湘南東部圏域】

２市１町で構成。協議会は１市１町及び１市での２地域自立支援協議会がある。ひとつは、個別支援会

議から抽出される地域課題に対する取組や障害福祉計画策定への参画等協議会が活性化しているが、もう

ひとつは、市町共同設置で協議会運営を進めてきたが、施策への反映状況等市町の取組み状況に差がある

ことから、必要な課題については協力・連携することとして、地域自立支援協議会については新たに個別

に設置する方向で次年度に向け調整中である。

圏域では、障害者の就労促進に向けた検討経過のレポート作成や施設との協働による成年後見制度の利

用促進に向けたモデル的な取組み等を行っている。
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３【湘南西部圏域】

３市２町で構成。３市ごとに3地域自立支援協議会及び２町共同設置による地域自立支援協議会の合計

４つの地域自立支援協議会がある。

この圏域では、障害者自立支援法施行以前から相談支援体制の枠組みを活用して、早期から部会ごとの

検討を進めている市や、隣接市町より取組みが遅れていたグループホーム入居者への家賃補助について、

自立支援協議会での検討、提言を受け市の施策として実現した市のように、協議会が活性化している一方

で、設置はしたが、部会のレベルでの取組みの活性化にむけ課題を残している地域もある。

また、圏域内に特別支援学校が６校あることから、圏域単位で「特別支援教育ネットワーク」を構成し

て障害児の課題について情報交換を行う等、圏域の社会資源の整備状況を踏まえた取り組みが行われてい

る。

４【県央圏域】

５市１町１村から構成しているが、地域自立支援協議会は４市が単独設置で、１市１町１村の共同設置

の計５つの地域自立支援協議会がある。いずれも平成19年度上半期までに設置され、協議会も個別支援会

議を基礎とした課題抽出が行われている地域である。

また、圏域単位で委託相談支援事業所による連絡会を定期的に実施しており、専門相談機関を含めた支

援困難事例に対する課題解決の取り組みを行っている。

５【県西圏域】

２市８町で構成。「１市３町」と「１市５町」の２つの地域自立支援協議会がある。この圏域だけで、

県全体の４分の１を占めているため、移動に時間を要する地域である。このため、事業所のカバーする地

域が広範囲であること、観光地を抱え休日の道路事情の問題や利用者が点在していること等、サービス提

供体制の確保の点で事業者が参入しにくい状況がある。こうしたことから、この圏域は、障害福祉サービ

ス事業が２市に集中しており、町には資源が少ないため、圏域単位のネットワーク構築が重要であり、２

期障害福祉計画策定において、圏域全体を視野に入れた障害福祉サービスの将来見通し及び必要なサービ

スの確保に向けた取組みを図っていくこととしている。

６　横浜市：市の自立支援協議会と合わせ、区ごとに自立支援協議会を設置予定である。（平成22年３月

現在18区中17区に設置済）。相談支援体制についても、身近な相談者、個別支援会議を中心的に開催する

区役所を始めとした一次相談機関、更生相談所や入所施設等の専門相談機関を中心とする二次相談機関の

重層構造で展開している。

７　川崎市：７区からなり、市の自立支援協議会を最上位の協議会として、区ごとに自立支援協議会を設

置している。相談支援体制については、「障害者生活支援センター」が基幹型と地域型に分かれて存在し

ている。30数箇所の委託相談支援事業所があるが、そのうちの12箇所が基幹型となっており、区の自立支

援協議会の運営や困難事例への対応などの機能を地域型のセンターに付加して行っている。

８　相模原市：平成19年度に市障害者自立支援協議会を設置。現在３部会構成。平成18年、19年に旧津久

井郡４町を合併したため、１市ではあるが、旧相模原市域と津久井地域４町では、人口、面積、社会資源

の整備状況について差異が見られる。１市で１障害保健福祉圏域を構成しているため、圏域自立支援協議

会は設置していない。平成22年４月から制令市へ移行予定。
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